
利用開始が2012年に迫った新た

な移動通信向け周波数帯域「700/

900MHz帯」―その割当プランを

見直すかどうか。

「再編アクションプラン」をとりまと

めた「周波数検討ワーキンググルー

プ」の議論の中心テーマはまさにこ

こにあった。

700/900MHz帯は、①アナログテ

レビ放送の終了で空き地となる

700MHz帯の帯域の一部と②NTTド

コモとKDDIが利用している800MHz

帯の再編で空きができる900MHz帯

の帯域を、LTEや3G（第3世代携帯

電話）で利用しようとするもの。

LTEや3Gでは、端末から基地局

方向の「上り」と基地局から端末方向

の「下り」の通信に別の周波数を使

い同時送受信を可能にするFDD（周

波数分割複信）方式が用いられてい

る。総務省は当初、①②の帯域でこ

のFDDの「上り」「下り」のペアバンド

を組むプランを策定していた（図表1

の総務省原案）。

その利点は、800MHz帯再編が完

了する2012年時点で、すぐに40MHz

×2（FDDの上り下りの帯域をこう表

記）というまとまった帯域を利用でき

ることだ。

日本が開発を主導してきたLTEを

世界に先駆けて普及させ、日本の

ICT産業の競争力強化につなげるこ

とが意図されていた。

3年遅れで海外バンド準拠に

約半年の議論を経て周波数検討

WGが導いた結論は、総務省原案の

全面見直し。具体的には700MHz

帯に最大で35MHz×2、900MHz帯

に15MHz×2のペアバンドをそれぞ

れ設定するというものだ。

狙いは、日本独自の700/900MHz

帯のバンドプランを海外で広く普及

している（もしくは今後普及が見込ま

れる）プランと整合させることにある。

「再編アクションプラン」では、具

体的な帯域の配置は明示されてい

ないが、①700MHz帯については、

アジア太平洋地区の通信事業者や

政府機関が参加する国際組織AWF

（APT無線通信フォーラム）で策定中

の共通バンドプラン、②900MHz帯に

ついては、欧州、アジア、中東、アフ

リカなどで使われている3G向けの周

波数帯（UMTS900）と整合したプラ

ンの導入が想定されている（図表1）。

これらの新プランは導入に際して

隣接する既存システムの移行を伴う

ため、両帯域の利用開始は当初予

定から3年遅れの2015年になる。

なお、900MHz帯のうち5MHz×2

はパーソナル無線との調整を行い、

2012年から先行利用される。

iPhone 4で使える900MHz帯

この大きな政策転換の発端となっ

たのが、エリクソンやクアルコムなど

の外資ベンダーが「海外との整合性

を欠く周波数割当は、ユーザーの利

便を損なうだけでなく、日本の産業競

争力強化上でもマイナスになる」とし

て、AWF案、UMTS900に準じたプ

ランへの見直しを総務省に要望した

ことだ。

もっとも、要望が出された2010年

初旬には、700/900MHz帯の割当プ

ランは既定路線となっており、変更は

ほとんどあり得ない状況だった。

これが4月の原口一博総務大臣（当

時）の指示で一転、周波数検討WG

で議論がスタートすることになる。

これに伴い移動通信事業者の姿

勢も大きく変化する。3月に開かれた

情報通信審議会の作業班でのヒアリ

ングでは、全事業者が総務省原案に

添った形での自社への帯域割当を

求めていた。これが6月のWGヒアリ

ングでは一転、ドコモを除く全事業

者が見直し支持に回る。さらに、とり

まとめ案策定直前の非公開ヒアリン

グで、ドコモも見直し支持に転じ、流
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いよいよ「グローバル時代」
早期利用か、海外帯域との協調か―。700/900MHz帯の見直し論議は、

利用開始を3年遅らせ、「グローバルバンド」に整合させることで決着した。

“脱ガラパゴス”により、一体何が変わるのだろうか。

世界バンド化で端末事情が一変700MHz帯、900MHz帯


